
大型車両を取り巻く現状について
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１．道路の老朽化の現状

 近畿圏内の道路構造物は、昭和30年代後半頃から、（特に大阪府内では）
45年の大阪万博開催の頃にかけて建設されたものが多く、建設から約50年前
後経過している。

 近畿圏内にある道路橋は約10万橋で、建設後50年を超える割合は、平成28
年現在の27％から、20年後の平成48年には、72％まで急増する。

 平成24年に発生した中央道笹子トンネル天井板崩落事故のように、老朽化し
た道路構造物は、重大な事故を引き起こすリスクが高く、適正な補修工事、施
設更新等の対策が必要とされる。

近畿地域の状況

〔近畿地方整備局管内の道路橋の概況〕
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１．道路の老朽化の現状

重量違反の状況
 全国の直轄国道39箇所に設置されている自動重量計測装置による計測データ
から、重量超過車両の割合は、近年３割程度の横ばいで推移している。

⇒重量違反は減少していない
 平成29年度は特殊車両のうち、約３割にあたる171万台が重量超過車両として
計測されている。
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１．道路の老朽化の現状

重量オーバー車両の取締強化

 道路管理者は、道路の構造を保全または交通の危険防止するため、管理する道
路において、沿道その他の適切な場所に重量計等の車両計測装置を備えた指
導・取締基地を設置または可搬式の重量計測装置により特殊車両を違法に通
行させている者に対して警察と連携した取締りを実施している。

（参考）大阪国道事務所の取締風景

特に悪質な重量オーバーが確認された場合は…
※制度の詳細はP10参照

即時告発!!

特に基準の２倍以上の重量違反者に対し
ては、現地取締りで違反を確認した場合に、
その事実をもって告発へ。

これまでは違反により重大交通事故を発
生させた者や、指導にも関わらず違反を
繰り返す常習違反者等を対象に告発。

【現在（H27.2.23以降)の対応】【これまでの対応】

（参考）兵庫国道事務所の取締風景
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２．大型車両の通行の適正化方針

▶重量、寸法等が制限を超える特殊車両による事故は、重大事故につながりやすく、大量の積
荷の散乱や車両の撤去作業のため長時間の通行止めが発生する等、社会経済活動に多大
な影響を及ぼしている。

重量・寸法等の制限を超えた特殊車両の事故は、一般交通への影響も甚大。

■セミトレーラのチェックバー追突事故の例（大阪府内）

日時：平成28年11月5日（土）3時14分発生
場所：国道163号 京阪関目ガード下（大阪市城東区関目5丁目）
事故概要：
走行していたセミトレーラがチェックバーに衝突し、逃走。
チェックバーの支柱が折れ曲がり、チェックバーの位置が下がった状態となっていたところに、走行してきた
トラックの荷台部分が接触し大破した。

8時間以上
通行止め

＜事故発生前＞ ＜事故発生後＞
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２．大型車両の通行の適正化方針

車両の大型化に対応した許可基準の見直し及び適正利用者に対する許可手続を簡素化する一方で、
悪質な違反者に対しては厳罰化し、大型車両の通行の適正化を進める。

１．０．３%の重量を違法に超過した大型車両※が道路橋の劣化に与える影響は全交通の約９割を占
め、一部の違反車両が道路を劣化させる主要因となっている。
軸重２０トン車が道路橋に与える影響は、軸重１０トン車の約４，０００台に相当

２．車両の大型化、積載率の向上及び許可手続の迅速化等による効率的かつ迅速な物流の実現が望
まれている。

違反取締りや違反者への指導等の強化通行許可の基準等の見直しと許可審査手続の改善

路管理者が連携した取締り及び自動計測装置の設置を実施

（１）違法に通行する大型車両の取締の徹底
①自動計測装置の増設

②コードンラインを設定し、並行する高速道路と一般道路を一度に取締る等各道
路管理者が連携した取締り及び自動計測装置の設置を実施

検討を実施。

（３）関係機関との連携体制の構築
①国土交通省（道路局及び自動車局）、 警察庁、高速道路会社及び全日本トラッ
ク協会等と連携し、道路の適正利用を図るための連絡会を設置し、荷主を含め
た啓発活動、及び違反者情報の共有等を実施

②国土交通省から日本高速道路保有・債務返済機構及び高速道路会社６社に対し、
取締り強化及び違反者に対する指導等の強化を検討するよう指示

③自動車局と連携して、違反通行を行った運送事業者に対し貨物自動車運送事業
法に基づく行政処分等を行うとともに、荷主に対する是正指導等を行うための
検討を実施。

（１）バン型等セミトレーラ連結車の駆動軸重の許可基準の統一
・バン型等のセミトレーラの駆動軸重の制限を、国際海上コンテナセミトレーラ
と同等の11.5ﾄﾝに緩和

（２）４５フィートコンテナ等の輸送における許可基準の見直し
・45フィートコンテナを積載する車両を始め、バン型等のセミトレーラの車両長
の制限の緩和

（３）許可までの期間の短縮
①主要道路情報のデータベース化を促進

②通行許可のオンライン申請システムを改良・普及促進

③大型車両を誘導すべき道路の範囲を拡大しつつ、国による一括審査を実施

④通行許可に係る審査体制の集約化

（４）適正に利用する者の許可の簡素化
①違反実績のない者に対して許可期間（現行２年）の延長

②ITS技術を活用した通行経路把握による通行許可の運用

背 景

【継続して実施】

【H25年度から実施】

【H26年度中に実施】

【継続して実施】

【H26年度から実施】

【H26年度から実施】

【H26年度から実施】

【継続して実施】

【H27年度から段階的実施に向けて準備】

【H27年度実施に向けて準備】

【H28年度実施に向けて準備】

※車両総重量20tを超える違反車両

本方針を実施することによる効果

基本方針

具体的な取組

（２）違反者に対する指導等の強化
①国道事務所に呼び出して是正指導を行い、常習的な違反者に対しては告発を実
施（措置命令４回又は是正指導５回で告発）

②特に基準の２倍以上の重量超過等悪質な違反者は、現地取締りにおいて違反を
確認した場合は即時告発を実施

③改正道路法に基づき違反者に対する報告徴収・立入検査の実施
また、報告徴収・立入検査を拒む者に対しては告発を実施

【H25年度から実施】

【H26年度から実施】

【H26年度中に実施】

【H26年度から実施】

自動計測装置
（全国39箇所に

設置）のデータ
から試算

【図 道路橋の劣化に与える影響】

・効率的かつ迅速な物流の実現・道路構造物の長寿命化

【H26年度から実施】

・交通の危険の防止
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２．大型車両の通行の適正化方針

方針の狙いは…

遵法車両＝見直し、緩和 悪質な違反車両＝罰則強化

平成26年5月9日発表 『道路の老朽化対策に向けた大型車両の適正化方針』

▶③ 大型車誘導区間の指定

▶① 悪質な重量違反車両への即時告発（レッドカード）

▶④ 車両の大型化に対応した許可基準の見直し

▶⑤ ETC2.0装着車への許可簡素化制度（特車ゴールド制度）

▶② 関係機関との連携体制構築

【主な具体的取組み】

大型車両の通行適正化を推進
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３．大型車両に関する最近の取組み 出典：令和元年6月27日物流小委員会資料
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３．大型車両に関する最近の取組み ※平成31年2月6日物流小委員会資料

○ 年間の申請10件超の地方道8,000kmについて、国による
電子道路情報データの代行整備などにより3年間（H29～
H31）で集中整備

電子データの整備計画
H29：約3,000km
H30：約2,000km
H31：約3,000km

○ 自動審査に最低限必要な申請項目について、記載内容と許可基準との整合性を確認することとし、
その他の項目は記載の有無のみを確認する簡素化を実施（H30.1）
事前審査項目数：133項目→7項目

○ 地方整備局単位で都道府県などが参画するプロジェクトチームを設置し、審査や便覧収録に活用
可能なツールの提供などを実施（H30年度～）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

高速自動車国道

一般国道

都道府県道

市町村道

100%

100%

84%

40 %

約9,500km

約56,000km

約76,000km

約15,000km

道路種別による道路構造の電子データ化の状況

整備率※

① 自動審査が可能となる電子データの整備

② 審査内容の簡素化

③ 関係機関への働きかけ

７１%

（H29年度末時点）
※特車申請があった延長のうち、電子データが整備されている延長の割合

残り
約14,000km

残り
約23,000km

①－２ 迅速化に向けたこれまでの主な取組
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３．大型車両に関する最近の取組み

区 分
許可期間

優良事業者 その他
寸法又は重量が一定の基準（別表参照）に掲げる数
値のいずれかを超える諸元の車両（道路運送法による一
般旅客自動車運送事業の用に供する車両を除く）

２年以内 １年以内

上記以外の車両 ４年以内 ２年以内

特殊車両通行許可について、事業者における許可の申請の事務負担の軽減と許可事務の迅速化を図るため、
平成31年4月1日より当面の間、一定の要件を満たす優良事業者の車両について、許可の有効期間を、これまでの
最大２年から４年間（超重量・超寸法車両はこれまでの最大1年間から２年間）へと延長します。
対象となる優良事業者の車両の条件は、以下のとおりです。（以下の要件をすべて満たす事業者が対象）
① 業務支援用ETC2.0車載器を搭載し、登録を受けた車両であること
－登録は申請支援システムより行うことができます。

② 違反履歴のない事業者の車両であること
－当面の間、過去２年以内に違反（過積載による警告等）の履歴が存在しないことが必要です。

③ Gマーク認定事業所に所属する車両であること。
平成31年4月1日以降、以上の要件を満たす全ての車両の許可が対象となります。
既に、これまでの2年間又は1年間以内の有効期間で許可を受けている車両については、新たに登録の手続きが必要と
なります。
（詳細は、以下のURLを参照下さい。 URL：http://www.tokusya.ktr.mlit.go.jp/PR/）

①－３ 許可期間の延長

※平成31年2月6日物流小委員会資料
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３．大型車両に関する最近の取組み 出典：平成31年2月6日物流小委員会資料
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GNSS、レーザースキャナ、カメラなどの機器を搭載し、走行しながら3
次元の道路の形状・データを高精度で効率的に取得

ＧＮＳＳ（Global Navigation Satellite System(s)）
（汎地球測位航法衛星システム）
衛星を用いた測位システムの総称で、継続的な位
置取得により経路の把握が可能

センシング装置を搭載した車両GNSSイメージ

センシング装置による計測

レーザー
物体に照射したレーザ光の反射波により座標点群
データの取得が可能

IMU

カメラ
取得した画像により地物等を判別し、点群データ
に地物情報を付加

カメラ画像点群座標データ

電子データの整備計画
○ 現在、約7割に留まっている地方道（都道府県道・市
町村道）の電子データ化を促進

○ 年間申請件数５件超の地方道について、車載型
センシング技術なども活用し、２０１９年度までにデー
タ化を完了

5件超
年間申請10件超

集中整備

前倒し
(約1万km)

地方道における電子データの整備率※

電
子

デ
ー

タ
の

整
備

率

２０１９年度までに５件
超を電子データ化

※特車申請があった延長のうち、電子データが整備されている延長の割合

①－４ 電子データの整備計画
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３．大型車両に関する最近の取組み 出典：平成31年4月1日道路局記者発表資料

②－１ 重要物流道路制度の創設
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３．大型車両に関する最近の取組み 出典：令和元年7月3日道路局記者発表資料

②－２ 重要物流道路における国際海上コンテナ車（40ft背高）
特殊車両通行許可不要区間の運用開始日等について
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３．大型車両に関する最近の取組み 出典：令和元年7月3日道路局記者発表資料

別添1



15

３．大型車両に関する最近の取組み 出典：令和元年7月3日道路局記者発表資料

令和元年8月5日～
「国際海上コンテナ車（40ft背高）特殊車両通行
許可不要区間のデジタル地図」 を追加
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３．大型車両に関する最近の取組み 出典：平成31年1月29日道路局記者発表資料

平成29年10月からのダブル連結トラック（車両長25m）の実験走行を踏まえ
平成31年1月29日より新東名を中心に本格導入

②－３ 長さ21ｍを超えるフルトレーラ連結車の緩和
要件等について

令和元年8月8日～
東北から九州まで対象路線を拡充
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３．大型車両に関する最近の取組み

②－３

出典：特車ＰＲサイト

長さ21ｍを超えるフルトレーラ連結車の緩和要件等について
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②－３ 長さ21ｍを超えるフルトレーラ連結車の緩和要件等について

出典：特車ＰＲサイト３．大型車両に関する最近の取組み



３．大型車両に関する最近の取組み

■H27.2～
悪質な重量制限違反者への即時告発

■H29.４～
高速道路等における大口・多頻度割引

停止措置等の見直し

（出典）中日本高速道路㈱HP

道路構造物へ与える影響が大きい重量超過車
両の違反に対する措置をより厳しく見直し

19

基準の２倍以上の重量超過の違反が
現地取締で確認された場合は、告発
（レッドカード）に。

③－１ 悪質な重量違反者の告発 ③－２ 大口・多頻度割引停止措置見直し

出典：国土交通省資料



■H29.12～基地取締時の荷主情報の聴取（直轄国道で試行）
■H30.1～特車申請時における荷主名の記載（直轄国道で試行）
■H31.4～本格運用開始
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３．大型車両に関する最近の取組み 出典：令和元年6月27日物流小委員会資料

④－１ 過積載車両の荷主対策


